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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第35期
第１四半期
連結累計期間

第36期
第１四半期
連結累計期間

第35期

会計期間
自  平成22年５月１日
至  平成22年７月31日

自  平成23年５月１日
至  平成23年７月31日

自  平成22年５月１日
至  平成23年４月30日

売上高 (百万円) 48,211 51,079 214,250

経常利益 (百万円) 759 1,272 9,731

四半期(当期)純利益 (百万円) 660 770 6,197

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 609 771 6,157

純資産額 (百万円) 36,317 41,559 41,865

総資産額 (百万円) 87,684 94,525 101,707

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 49.01 57.23 460.07

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.4 44.0 41.2

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第35期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益につきましては、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

　

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び子会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

　

(1) 業績の概況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、３月に発生した東日本大震災の影響により経済活動

の停滞を余儀なくされましたが、サプライチェーンの復旧等徐々に回復し、生産活動も持ち直しつつありま

す。しかしながら、現時点においても原発災害や電力供給等の問題解決には至っておらず、社会、経済への影

響は依然として不透明な状況で推移しております。

  建設業界におきましては、住宅エコポイント制度、住宅ローン減税及び住宅ローンの金利優遇政策等、住

宅支援政策の効果もあり新設住宅着工戸数は底堅く推移しております。また、新設住宅貸家着工戸数も同様

に推移しております。

  このような状況の中、当第１四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は、主力の賃貸建物の

完成工事高が、住宅エコポイント制度の工事対象期間の早期終了により工事の着工が想定より進んだため

に増加し、当初の計画を上回り、売上高は510億７千９百万円（前年同期比5.9％増）となりました。利益面

におきましては、営業利益10億９千６百万円（前年同期比93.1％増）、経常利益12億７千２百万円（前年同

期比67.5％増）、四半期純利益７億７千万円（前年同期比16.8％増）となりました。
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セグメントの業績は以下のとおりであります。

　
（建設事業）

建設事業におきましては、住宅エコポイント制度の工事対象期間の早期終了により工事の着工が前倒し

となり、完成工事高は増加しました。一方、ナスラック㈱は水周り製品を中心とした外販売上高が前年同期

と比較して減少しております。利益率については、鋼材及び建築資材価格の上昇、並びにキャンペーンの実

施により完成工事総利益率は低下しましたが、販売費及び一般管理費の抑制に努めたことにより営業利益

率には改善がみられました。この結果、建設事業における売上高は250億６千８百万円（前年同期比3.2％

増）、営業利益は16億４千万円（前年同期比24.6％増）となりました。

　また、当第１四半期連結累計期間の受注高につきましては、景気低迷の影響を受けて224億３千６百万円

（前年同期比2.5％減）となりました。

　
（不動産賃貸事業）

不動産賃貸事業におきましては、管理物件数の増加に伴いサブリース経営代行システム（一括借り上げ

制度）による入居者様からの家賃収入及び管理料収入等の増加により、売上高は前年同期を上回ることが

できました。また、賃貸建物の当第１四半期末の入居率は94.8％となり、前年同期と比較して1.0ポイント改

善しております。景気低迷の影響を受け、サブリース経営代行システムの支払家賃が増加傾向にありました

が、入居率の改善に伴い、これらの収支状況も改善傾向にあります。この結果、不動産賃貸事業における売上

高は253億４千１百万円（前年同期比9.2％増）、営業利益は９億６千５百万円（前年同期比40.5％増）と

なりました。

　
（リゾート事業）

「東建多度カントリークラブ・名古屋」及び「東建塩河カントリー倶楽部」におきましては、景気の低

迷を受けて総入場者数は減少しております。この結果、リゾート事業における売上高は、４億４千５百万円

（前年同期比3.6％減）、営業利益は２千７百万円（前年同期比9.2%減）となりました。

　
（その他）

総合広告代理店業及び旅行代理店業で構成されるその他の事業における売上高は２億２千３百円（前年

同期比5.6％減）、営業利益は２百万円（前年同期は営業損失１千７百万円）となりました。

　
(2) 資本財源及び資金の流動性について

資産の部につきましては、現金及び預金が52億９千９百万円減少したこと、及び受取手形・完成工事未収

入金等が10億７百万円減少したことから、流動資産は481億５千２百万円（前期末比12.2％減）となりまし

た。この結果、資産合計は945億２千５百万円（前期末比7.1％減）となりました。

  負債の部につきましては、支払手形・工事未払金等が30億５千９百万円減少したこと、及び法人税等の支

払により未払法人税等が31億９千６百万円減少したことから、流動負債は315億９百万円（前期末比17.8％

減）となりました。この結果、負債合計は529億６千６百万円（前期末比11.5％減）となりました。

  純資産の部におきましては、配当金の支払い、及び四半期純利益の計上により利益剰余金が３億６百万円

減少したことから、純資産合計額は３億５百万円減少し、415億５千９百万円（前期末比0.7％減）となりま

した。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　
(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。
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(5) 主要な設備 

当第１四半期連結累計期間において、以下の設備の新設及び移設を決定しております。

①  事業所の新設

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月 完了年月
総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

提出
会社

ホームメイト犬山店
（愛知県犬山市）

不動産賃貸事業
建物及び
構築物

20 ― 自己資金
平成24年４月期
上半期

平成24年４月期
上半期

　

②  事業所の移設

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月 完了年月
総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

提出
会社

ホームメイトくずは
駅前店
（大阪府枚方市）

不動産賃貸事業
建物及び
構築物

20 ― 自己資金
平成24年４月期
上半期

平成24年４月期
上半期

ホームメイト仙台長
町店
（仙台市太白区）

〃 〃 20 ― 〃 〃 〃
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 53,888,000

計 53,888,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年９月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,472,00013,472,000
東京証券取引所
名古屋証券取引所
（各市場第一部）

単元株式数10株

計 13,472,00013,472,000― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年５月１日～
平成23年７月31日

― 13,472,000 ― 4,800 ― 16

　

　

EDINET提出書類

東建コーポレーション株式会社(E00281)

四半期報告書

 6/18



　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年４月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成23年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,490

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式　

13,470,060
　

1,347,006 ―

単元未満株式 普通株式 450
　

― ―

発行済株式総数 13,472,000― ―

総株主の議決権 ― 1,347,006 ―

(注) １　「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

また、「議決権の数」欄にも、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個を含めております。

２　「単元未満株式」の「株式数」欄には、自己保有株式４株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
東建コーポレーション
株式会社

名古屋市中区丸の内
二丁目１番地33号

1,490 ― 1,490 0.0

計 ― 1,490 ― 1,490 0.0

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載

しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年５月１日

から平成23年７月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年５月１日から平成23年７月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

東建コーポレーション株式会社(E00281)

四半期報告書

 8/18



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年４月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 40,713 35,413

受取手形・完成工事未収入金等 ※2
 9,080

※2
 8,072

未成工事支出金 489 481

その他のたな卸資産 1,274 1,235

その他 3,591 3,258

貸倒引当金 △294 △309

流動資産合計 54,854 48,152

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 13,255 13,087

土地 14,501 14,501

その他（純額） 5,434 5,321

有形固定資産合計 33,191 32,910

無形固定資産 1,931 1,815

投資その他の資産

その他 11,902 11,813

貸倒引当金 △172 △166

投資その他の資産合計 11,730 11,647

固定資産合計 46,853 46,372

資産合計 101,707 94,525

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※2
 22,983

※2
 19,924

未払法人税等 3,435 239

未成工事受入金 1,269 2,160

賞与引当金 1,604 494

完成工事補償引当金 113 114

その他 8,918 8,576

流動負債合計 38,323 31,509

固定負債

役員退職慰労引当金 544 550

退職給付引当金 1,605 1,644

長期預り保証金 15,858 15,754

その他 3,509 3,508

固定負債合計 21,518 21,457

負債合計 59,842 52,966
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年４月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年７月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,800 4,800

資本剰余金 16 16

利益剰余金 37,112 36,805

自己株式 △2 △2

株主資本合計 41,926 41,619

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △67 △66

その他の包括利益累計額合計 △67 △66

少数株主持分 6 6

純資産合計 41,865 41,559

負債純資産合計 101,707 94,525
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年５月１日
　至 平成22年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年５月１日
　至 平成23年７月31日)

売上高

完成工事高 24,298 25,068

兼業事業売上高 23,913 26,011

売上高合計 ※
 48,211

※
 51,079

売上原価

完成工事原価 15,192 16,448

兼業事業売上原価 22,777 24,592

売上原価合計 37,969 41,041

売上総利益

完成工事総利益 9,106 8,620

兼業事業総利益 1,135 1,418

売上総利益合計 10,242 10,038

販売費及び一般管理費

給料及び賞与 5,261 4,852

賞与引当金繰入額 443 324

役員退職慰労引当金繰入額 5 5

貸倒引当金繰入額 4 8

その他 3,959 3,750

販売費及び一般管理費合計 9,674 8,941

営業利益 567 1,096

営業外収益

受取利息 47 50

保険代理店収入 80 78

その他 99 115

営業外収益合計 226 244

営業外費用

クレーム損害金 18 47

その他 16 20

営業外費用合計 34 67

経常利益 759 1,272

特別利益

賞与引当金戻入額 379 －

その他 129 －

特別利益合計 508 －

特別損失

固定資産除却損 5 1

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 192 －

その他 47 －

特別損失合計 244 1

税金等調整前四半期純利益 1,023 1,271

法人税、住民税及び事業税 205 211

法人税等調整額 157 288

法人税等合計 363 500

少数株主損益調整前四半期純利益 660 770

四半期純利益 660 770
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年５月１日
　至 平成22年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年５月１日
　至 平成23年７月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 660 770

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △50 0

その他の包括利益合計 △50 0

四半期包括利益 609 771

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 609 771
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【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年５月１日
  至  平成23年７月31日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成23年４月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年７月31日)

　１　保証債務

　　　施主の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務

保証を行っております。

69名 158百万円

　１　保証債務

　　　施主の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務

保証を行っております。

 68名 163百万円

　 　
※２　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。
なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で
あったため、次の連結会計年度末日満期手形が連
結会計年度末残高に含まれております。

受取手形 94百万円

支払手形 1,924

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ
いては、手形交換日をもって決済処理しておりま
す。
なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関
の休日であったため、次の四半期連結会計期間末
日満期手形が、当第１四半期連結会計期間末残高
に含まれております。

受取手形 38百万円

支払手形 2,174

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年５月１日
至　平成23年７月31日)

※　当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、

第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が大

きいため、第４四半期連結会計期間の売上高が他の

四半期連結会計期間の売上高と比較して著しく多く

なるといった季節的変動があります。

※　                    同左

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産及び長期前払費用に係る償却費

を含む）は次のとおりであります。
　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年５月１日
至　平成23年７月31日)

　　減価償却費　　　　　　　　　　　　　 568百万円 　　減価償却費　　　　　　　　　　　　　 514百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自  平成22年５月１日  至  平成22年７月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年７月28日
定時株主総会

普通株式 1,010 75平成22年４月30日 平成22年７月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自  平成23年５月１日  至  平成23年７月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年７月27日
定時株主総会

普通株式 1,077 80平成23年４月30日 平成23年７月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年５月１日  至  平成22年７月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３建設事業

不動産
賃貸事業

リゾート
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 24,29823,213 462 47,974 237 48,211 ― 48,211

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

0 300 25 325 311 637 △637 ―

計 24,29823,513 487 48,300 548 48,849△637 48,211

セグメント利益
又は損失（△）

1,316 686 30 2,032 △17 2,015△1,447 567

(注) １  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、総合広告代理店業及び旅行代理店

業を含んでおります。

２  セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,447百万円には、セグメント間取引消去28百万円、各報告セグメ

ントに配賦していない全社費用△1,475百万円が含まれております。全社費用は主に提出会社本社の総務管理

部等管理部門に係る費用であります。

３  セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

　

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年５月１日  至  平成23年７月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３建設事業

不動産
賃貸事業

リゾート
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 25,06825,341 445 50,856 223 51,079 ― 51,079

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

0 311 24 336 458 794 △794 ―

計 25,06925,652 470 51,192 682 51,874△794 51,079

セグメント利益 1,640 965 27 2,632 2 2,635△1,5381,096

(注) １  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、総合広告代理店業及び旅行代理店

業を含んでおります。

２  セグメント利益の調整額△1,538百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、各報告セグメントに配賦し

ていない全社費用△1,538百万円が含まれております。全社費用は主に提出会社本社の総務管理部等管理部門

に係る費用であります。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年５月１日
至  平成22年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年５月１日
至  平成23年７月31日)

１株当たり四半期純利益 49円01銭 57円23銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益(百万円) 660 770

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 660 770

普通株式の期中平均株式数(株) 13,470,506 13,470,506

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年９月12日

東建コーポレーション株式会社

取 締 役 会 御中

　

有限責任監査法人　ト ー マ ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　 水　 上 　圭 　祐 　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　淺　 井 　孝 　孔　　 ㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東
建コーポレーション株式会社の平成２３年５月１日から平成２４年４月３０日までの連結会計年度の第１四
半期連結会計期間（平成２３年５月１日から平成２３年７月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平
成２３年５月１日から平成２３年７月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対
照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東建コーポレーション株式会社及び連結子会
社の平成２３年７月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を
適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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